
平成 30 年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

管理番号 21 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉 

提案事項（事項名） 

放課後児童健全育成事業の基礎資格に係る実務経験（総勤務時間数）の見直し 

提案団体 

豊田市 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

求める措置の具体的内容 

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令第６３号）の第１０条第３項

第３号及び第９号において、義務付けられている２年以上の実務経験が２年以上かつ総勤務時間２，０００時間

程度とされていることについて、地域の実情に即して自治体の裁量で必要な総勤務時間数を判断できるよう明

確化する。 

具体的な支障事例 

本市の放課後児童クラブで勤務する補助員は非常勤職員であり、週３日程度の勤務が一般的である。また、放

課後児童クラブの開設時間は授業終了後から午後６時３０分までであり、１日の勤務時間は３時間３０分程度と

なっている。２，０００時間程度の勤務を行うには、４年程度かかり、２年以上とする条件との乖離が大きいため、

２年以上の実務経験として必要な総勤務数については、地域の実情に即して自治体の裁量で判断できるように

明確化していただきたい。 

【積算根拠】 

一般的な補助員の勤務日数（週３日）に基づき積算 

３．５時間（１日の勤務時間）×３日（１週間の勤務日数）×５０週間＝５２５時間（１年間の勤務時間） 

５２５時間×２年＝１，０５０時間（２年間の勤務時間） 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

地域の実情に応じて自治体の裁量で２年以上に相当する総勤務時間数を判断できることが明確になれば、より

支援員資格の取得が促進される。 

なお、平成２９年度放課後児童支援員認定資格研修の受験資格要件が仮に２，０００時間ではなく１，０００時間

であった場合、豊田市では受講できる人数がおよそ２５人増える。 

根拠法令等 

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準第 10 条 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

ひたちなか市、南砺市、山県市、西宮市、高知県、松浦市 

○放課後児童クラブには２人以上の支援員（１人を除き補助員で代替可）の配置が必要とされているため、交代

要員を含めて人員の確保が困難な児童クラブもある。資格要件の緩和ができれば、より多くの人材を活用する
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ことができ、支援員の交代要員等人員の確保が容易になる。 

○本市の放課後児童クラブで勤務する補助員は非常勤職員であり、週３日程度の勤務が一般的である。また、

放課後児童クラブの開設時間は授業終了後から午後６時３０分までであり、１日の勤務時間は３時間３０分程度

となっている。２，０００時間程度の勤務を行うには、４年程度かかり、２年以上とする条件との乖離が大きいた

め、２年以上の実務経験として必要な総勤務数については、地域の実情に即して自治体の裁量で判断できるよ

うに明確化していただきたい。

【積算根拠】

一般的な補助員の勤務日数（週３日）に基づき積算

３．５時間（１日の勤務時間）×３日（１週間の勤務日数）×５０週間＝５２５時間（１年間の勤務時間）

５２５時間×２年＝１，０５０時間（２年間の勤務時間）

○本市では指定管理者制度による管理運営を行っているが、支援員の確保には各指定管理者も苦慮しており、

支援員となる要件が緩和されれば、待機児童対策につながる。

○資格を持っていない者が 2,000 時間の実務を達成するには、フルタイムで勤務しても２年を過ぎることが多く、

有資格者の人数確保に困難を感じている。

○児童数の減少に反し、放課後児童クラブの受け入れは増加傾向にあり、支援員の確保はクラブ運営の存続

に関わる大きな問題であり、当市においても該当者は少なくなく、受験資格要件にかかる時間の縮減を望む。

各府省からの第１次回答 

 ご指摘の「２年以上の実務経験が２年以上かつ勤務時間の 2,000 時間」については、「「放課後児童健全育成

事業の設備及び運営に関する基準について」の留意事項について」（平成 26 年５月 30 日付け雇児育初 0530

第１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局育成環境課長通知）で、基準省令に規定している２年の実務経験を測

る目安として、一つの考え方として示したものである。 

 現行においても、この 2000 時間については自治体の裁量により、２年以上の実務経験として適当な時間数を

各市町村で設定いただくことは可能である。 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

現行の基準値が技術的助言であったとしても通知により目安が示されている以上、実態として自治体の判断を

ある程度拘束しており、県が実施する支援員認定資格研修において、2,000 時間の実務経験がなければ受講が

認められないのが現状である。 

そのため、地域の実情に応じた総勤務時間数を自治体の裁量で設定できるように通知等で改めて明確にしてい

ただきたい。 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

－ 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国知事会】 

省令で定められている２年以上の実務経験を「従うべき基準」としていることで地方自治体では支障が生じてい

る。「従うべき基準」については、条例の内容を直接的に拘束するものであり、国が設定するのは、真に必要な

場合に限定されるべきものとの地方分権改革推進委員会第３次勧告の趣旨を踏まえ、参酌すべき基準等へ移

行すべきである。 

こうした省令で定められている「従うべき基準」に加えて、省令によらずに通知でさらに具体的な基準を示すこと

は義務付け・枠付けの根拠を不明瞭とするものであり、また、事業者にとっては省令や条例で規制されるべきで

あるのに通知等で不明確に規制されることとなることから、不適切である。 

なお、2000 時間は目安との見解を示しているが、「２年以上従事し、かつ、総勤務時間が 2000 時間程度あるこ

と」との表現は２年という要件とは別に新たに基準を付加していると考えるのが通常であるので、仮にそうでない

のであれば明確に周知すべきである。 

【全国市長会】 

提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。 

【全国町村会】 

提案団体の意向及び関係府省の回答を踏まえ適切な対応を求める。 
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提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

○ 本年５月に開催した第 71 回提案募集検討専門部会及び８月に開催した関係府省ヒアリングにおいて、貴省

からは、放課後児童クラブに係る「従うべき基準」のあり方について、現行基準では地域の実情に合っていない

部分があることは承知しているため、どのような方向性で見直しが考えられるかについて、精査する時間を頂き

たいとの考え方が示されたところであるが、平成 29 年に閣議決定された対応方針の内容を十分に尊重した上

で、個別の要件緩和にとどまらず、地方公共団体側の納得が得られるような「従うべき基準」の参酌化を検討す

るべきではないか。

各府省からの第２次回答 

当該通知については、「総勤務時間が 2,000 時間程度」と示していることで、自治体に拘束がかかっているとの

ご指摘を踏まえ、改正することとしたい。 
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平成 30 年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 

管理番号 47 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 医療・福祉 

提案事項（事項名） 

放課後健全育成事業に係る放課後児童支援員の資格要件の対象者の拡大 

提案団体 

うるま市 

制度の所管･関係府省 

厚生労働省 

求める措置の具体的内容 

放課後児童支援員の資格要件に、沖縄県（各都道府県）の基準を満たす旨の証明を有している認可外保育施

設で２年以上従事している場合であれば、実務経験を必要とする資格要件の対象者として認められるよう明確

化して頂きたい。 

具体的な支障事例 

放課後児童健全育成事業（学童クラブ）の職員については、準国家資格である「放課後児童支援員」の資格が

設けられ、１単位ごとに２名の支援員を配置する必要があるが、支援員の資格要件として、保育士、社会福祉

士、幼稚園や小中学校の教諭資格などの有資格者、高等学校卒業者等であって児童福祉事業に２年以上従事

した者、高等学校卒業者等であって放課後児童健全育成事業に類似する事業に２年以上従事した者であって、

市町村長が適当と認めたもの、が定められている。 

この、「児童福祉事業」又は、「放課後健全育成事業に類似する事業」の定義が不明確なため、県の基準を満た

している認可外保育所で従事している者が対象となるか判断できないため、新たに人材を確保している状況で

ある。 

沖縄県の実情として、戦後の福祉事業の遅れから、学童クラブを含めた保育事業を民間である認可外保育施設

等で実施してきた経緯があり、施設を新増設する民間事業所が増えてきていることからも、学童クラブのニーズ

の高まりに対応するには、沖縄県特有の児童福祉行政を踏まえた放課後児童対策を講じる必要があると考え

る。 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

認可外保育施設での実務経験者を人材として有効的に活用することができる。また、民間の放課後児童クラブ

において新設クラブの開設や拡充をする際も、人材確保が見込めるため、円滑に新増設を行うことが可能とな

る。 

根拠法令等 

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準 

追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

高松市、高知県、沖縄県 

○放課後児童クラブには２人以上の支援員（１人を除き補助員で代替可）の配置が必要とされているため、交代
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要員を含めて人員の確保が困難な児童クラブもある。資格要件の緩和ができれば、より多くの人材を活用する

ことができ、支援員の交代要員等人員の確保が容易になる。 

○本市においても、放課後児童支援員の確保については非常に苦慮しているところであり、基準に規定されて

いる資格要件の解釈の拡大については、人員を確保する上で重要と考える。

○本県では、同一市町村内だが通勤に 1 時間近く要する他地域から人材を確保している等、特に中山間地域

で人材が不足している現状にある。現時点では本個別事案と同様の支障事例を承知していないが、本制度が規

模や周辺環境などが異なる多種多様な全国の放課後児童クラブに一律の基準を適用していることにより、様々

な支障が生じている状況は見直されるべきと考える。

各府省からの第１次回答 

 児童福祉法第 59 条の２第１項に規定する保育等の業務を行うことを目的としている認可外保育所等での２年

以上の従事経験がある者については、現行でも放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準第 10

条第３項第３号を適用することが考えられるが、認可外保育施設には多様な類型があることから、年末までに整

理をお示ししたい。 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

○現に基礎資格者に該当する可能性のある人材がおり、支障が生じているため、早急に対応いただきたい。

○少なくとも都道府県の認可外保育施設基準を満たしている施設で従事している者については、児童福祉事業

で従事している者の対象としていただきたい。

○認可外保育施設での従事経験を認める場合の事務（従事経験の証明方法等）については、市町村の裁量が

認められるよう御配慮いただきたい。

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

－ 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国知事会】 

所管府省は基準の解釈を整理して示すとの考えであるが、放課後児童健全育成事業に係る「従うべき基準」に

ついては、多くの地方自治体から支障があるとの意見があり、基準の解釈について、地方自治体自ら判断でき

ず、国の判断となるような基準については見直す必要がある。 

「従うべき基準」については、条例の内容を直接的に拘束するものであり、国が設定するのは、真に必要な場合

に限定されるべきものとの地方分権改革推進委員会第３次勧告の趣旨や平成 29 年の地方からの提案等に関

する対応方針（平成 29 年 12 月 26 日閣議決定）を踏まえ参酌すべき基準等へ移行すべきである。 

なお、「従うべき基準」の見直しは、サービス水準の切下げや国の政策目的を阻害する地方自治体の施策の許

容ではなく、国が全国一律に決定している基準等を地方自治体自らが決定し、その地域の実情に合った最適・

最善なサービス・施策が講じられることを達成させるためのものである。 

【全国市長会】 

提案団体の提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。 

【全国町村会】 

提案団体の意向及び関係府省の回答を踏まえ適切な対応を求める。 

提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項） 

○ 本年５月に開催した第 71 回提案募集検討専門部会及び８月に開催した関係府省ヒアリングにおいて、貴省

からは、放課後児童クラブに係る「従うべき基準」のあり方について、現行基準では地域の実情に合っていない

部分があることは承知しているため、どのような方向性で見直しが考えられるかについて、精査する時間を頂き

たいとの考え方が示されたところであるが、平成 29 年に閣議決定された対応方針の内容を十分に尊重した上

で、個別の要件緩和にとどまらず、地方公共団体側の納得が得られるような「従うべき基準」の参酌化を検討す

るべきではないか。
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各府省からの第２次回答 

提案団体からの見解等を踏まえ、多様な類型のある認可外保育施設等についてどのように考えるか、年末まで

に整理したい。 
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